
１．新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（令和４年６月７日閣議決定）（抄）
Ⅴ．経済社会の多極集中化
３．企業の海外ビジネス投資の促進
コロナ後の世界経済において、日本の成長力強化及び経済安全保障の観点から、日本が技術的優位性

を持つ分野での世界展開が重要である。事業運営・サービス等ソフト面を含め、日本企業は多くの分野
で高い技術を有しているが、海外ビジネス特有のリスクやハードルを前に判断が保守的になる傾向があ
ることから、政府として、中小企業による製品開発や販路開拓を含め、技術と意欲ある企業の海外ビジ
ネス投資をサポートしていく。こうした取組は、国内親会社への配当を通じ資金の国内還流を増加させ、
裾野の広い賃金引上げや研究開発投資増にもつながりうる。
具体的には、国内外において、関係省庁、政府機関、在外公館等を含め政府ワンチームで投資案件組

成を初期段階からサポートする体制を整備する。情報提供や資金ファイナンス等を通じ、上流から下流
までを支援するとともに、政府機関の共同出資機能の活用を促進する。また、脱炭素、デジタル等の分
野で、より多くのビジネス機会につなげるため、日本がリードして国際機関、友好国政府、グローバル
投資家等に働きかけ、協調案件の組成を目指す。
こうした施策の企画立案を行い関係省庁との調整を進めるため、内閣官房に海外ビジネス投資支援室

（仮称）を設置する。

２．経済財政運営と改革の基本方針2022（令和４年６月７日閣議決定） （抄）
第３章 内外の環境変化への対応
１．国際環境の変化への対応
（５）対外経済連携の促進
投資関連協定やＯＤＡ等の活用、海外ビジネス投資支援室（仮称）の設置等を通じ、企業の海外展開

を促進し、コロナ後の世界での成長力強化を図る。
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